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Although cooperation or creating partnerships between theaters, concert halls and 
arts organizations is required there are only a few of them that fully cooperate with 
professional arts organizations on long-term contracts. 
The purpose of this study is to examine the necessary conditions that make it 
possible to cooperate between theaters, concert halls and arts organizations for 
promotion of public goods within regions. 
This study is based on interview surveys of local regional theaters, concert halls and 
orchestras. The author conducted interviews with the staff of three local regional 
theaters working together with professional orchestras in Japan and partner 
orchestras, and five local regional theaters which have not been cooperating with any 
other professional orchestras. 
Comparisons between those two interviews found that the cooperation between arts 
organizations is too far advanced to be utilized for the strategy of meeting obvious 
needs in regions. Cooperation works effectively only when combined with 
consciousness of  innovation in regional societies, thus this study concludes that  
























































































































第 1 章 地方の公立文化施設と日本のオーケスト
ラに関する課題 
 








































































































































                                                     
5 その他『芸術経営学講座』2，3（佐々木ほか 1998）など。 
静岡文化芸術大学大学院 
文化政策研究科 









































































































家）の人数 1位と 10位を比較すると約 20倍以上になる
















                                                     
6 公益社団法人全国公立文化施設協会（2015）『平成 26 年度劇場、音
楽堂等の活動状況に関する調査研究報告書』 
























































































































































































































































                                                     
8国際交流基金情報センターAIR_J ホームページ
〈http://air-j.info/resource/article/now00/〉 







































                                                     
















































































































































































との提携が 121 団体（36％）で、アマチュア団体が 211
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第 3章 事例研究の方法 
 
































































































                                                     








































①政令指定都市規模（人口約 60万人以上）  
ⅰ「アクトシティ浜松」1994年開館  
















































































2013 年時点で楽員 89 名、事務局職員数が 20 名である。
事業活動支出は 11 億 1653 万 5200 円で、2012 年度事業
















170 回にわたる演奏の他、海外においても 53 都市 71 公











出額は 29億 5016万 4千円。事業収入は国内のオーケス
トラとしては最も高い 30億 902万 6千円であり、文化庁
や地方自治体の公的支援を受けていない唯一の楽団であ
る。 














事務局職員数は 22 名。2012 年度活動支出は 11 億 2899




































































音楽堂の調査は 2014年 11月 21日から 12月 2日にかけ
て行い、オーケストラへの調査は 2014年 4月 9日から 4
月 20日に行い、新日本フィルハーモニー交響楽団のみメ
ールでの調査を 4月 16日から 5月 9日まで行った。 
 
第 2節 劇場・音楽堂へのインタビュー調査と結果 






































































































































































































































・レベル 1：提携のメリットや方法などを知らない  
・レベル 2：提携を実施できない要因がある  

















































































2015 年 8月 12日から 2015年 9月 29日の間に実施し、
後日メールによる補足質問を行った。 
  




















































































                                                     
18 2015 年 8 月 12 日浜松市文化振興財団文化事業課長へのインタビュ
ーによる 

















































































                                                     
21 インタビューをおこなった事業担当者によると、自主事業として年
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22 劇場・音楽堂等の活性化に関する法律 前文 
23 地方自治法第 224 条第 1 項 
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（表 1） 演奏種類別クラシック音楽の演奏会回数 
 
邦人 来日 邦人 来日 邦人 来日 邦人 来日 邦人 来日 邦人 来日 邦人 来日
1975 335 66 190 61 172 67 63 17 267 36 165 43 1192 290 1482
1980 398 59 374 116 430 114 125 31 507 78 540 158 2374 556 2930
1985 1043 178 408 144 649 188 220 52 421 53 1285 359 4026 974 5000
1990 1426 453 69 468 915 377 266 43 594 134 1621 597 5441 2072 7513
1995 1898 611 1011 462 1133 439 301 88 878 153 3494 873 8715 2626 11341
2000 1740 587 898 510 1198 297 333 196 688 92 3575 928 8428 2610 11038
2005 1816 474 1262 508 1492 495 417 212 894 139 3739 880 9620 2708 12328
2006 1826 471 1197 507 1500 515 424 239 900 154 3788 788 9635 2674 12309
2007 1767 446 1271 511 1368 466 385 136 926 142 3295 757 9012 2458 11470
2008 1688 386 1172 440 1253 343 379 229 957 117 2883 558 8332 2073 10405
2009 1861 394 1443 489 1492 383 429 77 1135 111 3451 674 9811 2128 11939
2010 2024 421 1484 348 1692 479 422 124 1134 103 3904 799 10660 2274 12934
2011 1911 288 1282 340 1415 395 385 78 1112 132 3427 578 9532 1811 11343
2012 1858 342 1271 378 1538 432 413 79 1154 112 3473 752 9707 2095 11802
2013 1905 351 1339 411 1589 354 433 84 1278 89 3458 735 10002 2024 12026
東京 613 138 509 158 689 147 227 34 602 46 1278 277 3918 800
（構成比） （30.3） （32.8） （34.3） （45.4） （40.7） （30.7） （53.8） （27.4） （53.1） （44.7） （32.7） （34.7） （36.8） （35.2） （36.5）
年 総計
オーケストラ 室内楽 ピアノ オペラ 声楽（独唱） その他 合計
※
邦人は邦人演奏家、来日は来日演奏家資料 社団法人日本演奏連盟「演奏年鑑」（昭和 54 年度版以前は「音楽
資料」）東京のデータは 2013 年。 
























※ 行 動 者
率は 2011 年、演奏会回数は 2013 年、興行場・興行団は 2010 年。興行場・興行団数は経済産業省大臣官房調
査統計グループ構造統計室「特定サービス産業実態調査」。 
（財団法人日本統計協会『統計でみる日本 2015』第 12 章文化・芸術 p.125 の表をもとに筆者作成） 
 























1 位 東京     18.3 東 京    
12.3 
東 京     
15.8 
東京     4708 東 京  
1071 
2 位 京都     14.6 長 野    
10.6 
神 奈 川   
14.5 
神奈川    924 大 阪   
128 
3 位 神奈川    13.8 神 奈 川  
10.2 
奈 良     
14.1 
愛知      871 愛 知    
94 
4 位 奈良      13.3 兵 庫    
10.0 
広 島     
13.8 
大阪      827 神 奈 川  
87 
5 位 愛知      13.1 京 都     
9.9 
兵 庫     
13.8 




























































（図 4）舞踏家、俳優、演出家、演芸家：個人教師人数（上位 20 県） 
   
 















 名称（○調査対象） 定期ホール／提携有無 練習場など 
 




２ 仙台フィルハーモニー管弦楽 日立システムズホール仙台 若林区文化センター・
ホール、広瀬文化セン
ター・ホール 
３ 山形交響楽団 山形テルサホール 文翔館議場ホール 























９ 東京都交響楽団 東京文化会館、サントリーホール 東京文化会館 
１０ 東京ニューシティ管弦楽団 東京芸術劇場 滝野川会館、保谷こも
れびホール、東京芸術
劇場 

















１４ 神奈川フィルハーモニー管弦楽団  みなとみらいホール かながわアートホール 
















１７ 名古屋フィルハーモニー交響楽団  愛知県芸術劇場 名古屋市音楽プラザ 
１８ 京都市交響楽団 京都コンサートホール 京響練習場 






















２１ 関西フィルハーモニー管弦楽団  ザ・シンフォニーホー オークホール 
２２ 日本センチュリー交響楽団  ザ･シンフォニーホール センチュリー・オーケ
ストラハウス 
２３ 兵庫芸術文化センター管弦楽団  兵庫県立芸術文化センター 兵庫県立芸術文化セン
ター 
２４ 広島交響楽団  広島市文化交流会館 アステールプラザ オ
ーケストラ等練習場 























５ 京都フィルハーモニー室内合奏団 京都コンサートホール 京都市西文化会館、京都
外国語大学森田記念講
堂 






８ 奈良フィルハーモニー管弦楽団 奈良県文化会館国際ホール いかるがホール 
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（表 4） 提携施設のインタビュー結果（プレ調査） 








































































































チ）2012 年～2013 年までに 5 回・のべ



































市内の小学校 5 年生（7,300 名）をホ
ールに招待し、東京交響楽団との出会
いを作るコンサート（1 時間プログラ



























































































































・定期演奏会（2011 年の第 3 回は震災の
ため中止）、いわき特別演奏会（いわき市
民とＮ響楽員の強い希望により開催）と、



































































































































































































⑩楽団の活動への影響   ・「こども定期」として、オケの事業に
新潟のアイディアが影響したと思う。 











































































































































































































































































・派遣人員（楽団員）年平均 12 名 




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































  ⇒税金の投入先として、外部より地元を優先となる。 
・費用負担の面でもどの程度楽団側が持つか。（単なる興行目的ではなく連携が取れる） 
・これまでの文化的蓄積・アクト事業を活かした包括的な取り組みができるか。 
   ⇒国際ピアノコンクールから共演、浜松から都内の    
















・指定管理期間が 5 年で中長期的な契約ができない 
・アウトリーチに対応できる予算、時間、人員と、地域のニーズの掘り起し 
〇富士市文化会館ロゼシアター（レベルⅢ） 
・ＦＣなどを行わない理由は、これだけを聴きたい、という客ばかりではないため、1 つを選択
するデメリットがあると思う。集客、普及事業、公演のセットという理解。契約にすると縛ら
れることの方が多いのではないか。 
・提携契約を結ばなくても、これまでＮＪＰとの普及事業はできていた。しかし、単発ではな
く、3 年～5 年先を見越した結果を見たいと思っている。単年度で反応を見ながら展開できるの
に、あえて足かせはいらないと思う。 
・市民が何を望むか。ホール側が外部団体と組むことで地域的なものにしたくても、市民がそ
れを望んでいなければならない。 
 
【その他】 
地方の館はその背景や状況が実に多様であり、他所での事例をあてはめて成功するとは考え
にくい。今回共通した回答は、「なぜその団体を選んだか」の強力な理由であった。地元団体な
どに反発がでない事に配慮するためにも必須。施設に直接かかわりのある芸術団体や利用者で
ない広い市民に対したニーズを掘り起こすようなマーケティング・リサーチなどを行っている
かの問いには、「必要」「やってみたいがやり方がわからない」、「人材がいない」という点で共
通し、４館とも未実施であった。富士市では文化振興条例を作ったこともあり、市が調査を行
っている。 
 
